
（別記４） 

新規就農支援緊急対策整備事業 

第１ 事業の目的 

強く持続可能な農業構造の実現に向けて、新規就農者の確保を図るためには、就職氷

河期世代を含む多様な就農希望者等に対し、必要な知識・技術を実践的に学ぶためのリ

カレント教育を提供する体制の強化が重要である。

このため、就職氷河期世代等の幅広い就農希望者による栽培・経営管理知識や農業生

産に必要な農業機械等の操作方法の習得、大型特殊免許の取得等を支援する研修、研修

受講者の就農後の定着を支援することを目的とした生産技術・経営能力の向上を支援す

る研修等のリカレント教育を実施しようとする機関等に対し、その実施に必要となる研

修教育施設の整備を支援し、地域の就農希望者等への農業教育体制の強化を図るものと

する。 

第２ 事業実施主体 

事業実施主体は、リカレント教育を実施する目的で研修教育施設及び設備（以下「施

設等」という。）を取得しようとする以下に掲げる団体又は当該団体が運営する研修教

育機関であって、リカレント教育を実施する能力及び整備した施設等の管理運営を適正

に行う能力を有する者とする。 

１ 都道府県 

２ 市町村 

３ 民間団体（特定非営利活動法人、一般社団法人・財団法人、公益社団法人・財団法

人、学校法人、地方独立行政法人、農業協同組合等） 

第３ 事業の内容 

１ 本事業の補助対象となる施設等 

 補助対象となる施設等は、別表の補助対象施設等の区分の欄に掲げるアからウの施

設等とする。 

２ 整備の内容及び留意事項 

（１）補助対象とする施設等の整備の内容は、リカレント教育の実施に直接必要とな

る施設等の新設及び増設並びに施設の改良とする。

（２）本事業により既存の施設の改良を行う場合は、改良後の既存施設の耐用年数

（都道府県が事業実施主体である場合は、農林畜水産業関係補助金等交付規則

（昭和 31年農林省令第 18号）別表に規定する処分制限期間、都道府県以外の者

が事業実施主体である場合は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40

年大蔵省令第 15号）に規定する耐用年数）が５年以上残存していること。

（３）既存の施設等の代替として同種・同能力のものを再整備すること（いわゆる更

新）に要する経費は補助の対象としない。

（４）補助対象とする施設等は、共同利用により使用するものとし、年間のリカレン

ト教育の受講生の受入規模が 15名以上であること。

（５）事業実施主体が通常行うべき施設等の維持管理のための改修若しくは補修、耐

震性等の強化のための建物の補強工事及び既存の施設等の撤去に要する経費は補

助の対象としない。

（６）施設等の整備に伴う用地の買収若しくは賃借に要する経費又は建設用地の造成

に要する経費は補助の対象としない。



（７）事業実施主体が、自己資金若しくは他の助成により事業を実施中又は既に終了

している整備に要した経費内容については、補助の対象としない。

（８）施設等の整備に当たっては、施設等の能力及び規模が、その目的、受益範囲、

費用負担方法、利用管理計画等からみて過大なものとならないよう留意するこ

と。

（９）事業実施主体は、投資に対する効果が適正かどうかを判断し、投資が過剰とな

らないよう十分に検討するとともに、「農業人材力強化総合支援事業のうち農業

経営者育成教育事業における費用対効果分析の実施について」（平成 31年４月１

日付け 30経営第 3006 号経営局長通知）を準用し、整備する施設等の費用対効果

分析を必ず行うものとする。

（10）本事業の補助の対象となる施設等については、「農業用機械施設補助の整理合

理化について」（昭和 57年４月５日付け 57予第 401 号農林水産事務次官依命通

知）を適用しないものとする。

（11）本事業の施設等の整備、整備した施設等の管理運営等については、「強い農業

・担い手づくり総合支援交付金のうち産地基幹施設等支援タイプの交付対象事業

事務及び交付対象事業費の取扱いについて」（平成 31年４月１日付け 30 生産第

2220号農林水産省食料産業局長、生産局長、政策統括官通知）を準用するものと

する。

（12）事業実施主体が本事業で取得し、又は効用の増加した施設等（以下「取得施設

等」という。）を、効率的なリカレント教育の実施等を目的として、第三者に貸

し付ける場合は、次によるものとする。

ア 事業実施主体が、第三者に対し、取得施設等の貸付けを行おうとする場合に

あっては、あらかじめ事業実施主体の主たる事務所の所在地又は主たる事業の

実施場所の都道府県の知事及び地方農政局長に貸付けの目的、貸付けの相手

方、貸付期間、貸付方法等について届出を行うこと。

イ 貸付けの対象となる者については、第２の１～３に掲げる者とし、就農希望

者等に対するリカレント教育を実施する能力及び取得施設等を良好な状態で管

理運営する能力を有する者とする。

ウ 取得施設等の貸付けに当たっては、事業実施主体及び貸付けの対象となる者

は、貸付期間、貸付料金、貸付期間中の取得施設等の維持管理の方法、目的外

使用の禁止等を明記した契約を書面で締結すること。

エ 事業実施主体が貸付けの対象となる者から賃貸料を徴収する場合は、原則と

して、「事業実施主体の負担（事業費 - 補助金等）／当該取得施設等の耐用年

数＋年間管理費」により算出される額の範囲内であること。

オ 事業実施主体は、第９の３の規定に基づき、貸付けの対象となる者から聞き

取り等によりリカレント教育の実施状況を把握し、事業実施主体の主たる事務

所の所在地又は主たる事業の実施場所の都道府県の知事に報告を行うものとす

る。

第４ 補助金の交付等 

１ 国は、予算の範囲内において、本事業の実施に必要な経費について、都道府県知事

に補助金を交付するものとする。 

２ 本事業の補助率は、２分の１以内とする。 

３ 国は、第８により都道府県知事から提出された都道府県事業計画を踏まえ、必要に

応じて都道府県又は事業実施主体から、整備した施設等で行うリカレント教育の概



要、実効性等についてヒアリング等を実施した上で、別紙に基づき予算の配分を行う

ものとする。 

４ 補助金の交付を受けた都道府県の知事は、第８により承認された都道府県事業計画

に基づく事業実施主体に対し、助成するものとする。 

第５ 取得施設等の利用方針 

取得施設等については、第６に掲げるリカレント教育を実施するために主に使用する

ものとするが、取得施設等の有効活用の観点からリカレント教育の用に供しない期間等

において、学生等に対する農業研修教育の目的のため取得施設等を利用することができ

るものとする。 

第６ 取得施設等で行うリカレント教育の内容等 

１ リカレント教育の内容 

取得施設等で実施する就農希望者に対するリカレント教育については、教育受講

者の希望する就農形態や営農分野を踏まえ、就農に必要な知識・技術が実践的に学べ

るよう必要に応じて、講義、実習、農業法人等への派遣研修等を組み合わせた実践的

な内容とすること。 

２ リカレント教育の実施計画の作成 

事業実施主体は、取得施設等で実施を予定しているリカレント教育について、教育

の目的及び内容、受講予定者数、育成する人材像、成果目標等について、原則として

５年間の計画を別紙様式第２号により作成し、毎年度の実施状況及び成果目標の達成

状況を把握するものとする。 

第７ 取得施設等で行うリカレント教育の実施に当たり配慮すべき事項 

１ リカレント教育の実施に当たっては、対象者として想定される者（求職者、他産業

に従事する社会人等）が受講しやすいよう、期間、方法（オンライン講義、土日・夜

間開講等）等について、可能な限り配慮するものとする。 

２ リカレント教育の受講希望者については、都道府県域以上の範囲で受入れを行うも

のとし、特定の地域の居住者に限定しないこと。 

３ リカレント教育のカリキュラムの検討・実施に当たっては、農業教育又は職業訓練

に関する知見を有する専門家等のほか、新規就農者を雇用している農業経営体、他産

業からの新規就農者、女性農業者等の意見を聴く機会の設定に努めるものとする。 

４ リカレント教育の実施に当たっては、当該教育が円滑かつ効果的に行えるよう、地

方公共団体、公共職業安定所、農業関係団体、教育受講者の就農先として想定される

農業法人等との密接な連携に努めること。 

５ 事業実施主体は、実施しようとするリカレント教育について、公共職業安定所等へ

の開催情報の共有、開催案内の配布、事業実施主体のホームページ等での受講者募集

等、就農希望者に情報が広く周知されるよう努めるものとする。 

第８ 事業実施計画等の提出 

１ 事業実施主体は、別紙様式第１号により当該年度の整備事業の事業実施計画を、別

紙様式第２号により取得施設等で実施予定のリカレント教育の実施計画を作成し、事

業実施主体の主たる事務所の所在地又は主たる事業の実施場所の都道府県の知事に提

出するものとする。 

２ 都道府県知事は、１により提出された事業実施計画等について、事業実施主体が本



事業の実施主体として適当であるか及び事業実施主体により実施予定のリカレント教

育が新規就農者の増加に向けた効果的なものと認められるかを審査の上、別紙様式第

３号の都道府県事業計画を作成し、地方農政局長の承認を得るものとする。 

３ 都道府県事業計画について、担い手育成・確保等対策事業費補助金等交付要綱（平

成 12年４月１日付け 12構改Ｂ第 350号農林水産事務次官依命通知）の別表に定める

重要な変更を行う場合は、１及び２に掲げる手続に準じて行うものとする。 

第９ 事業実績等の報告 

１ 事業実施主体は、整備事業の実績について、別紙様式第１号により事業実績報告を

作成し、事業完了後１か月以内又は当該事業年度の翌年度の４月末日までのいずれか

早い期日までに事業実施主体の主たる事務所の所在地又は主たる事業の実施場所の都

道府県の知事へ報告するものとする。 

２ 都道府県知事は、１の実績報告を踏まえ、別紙様式第３号により事業実績報告を作

成し、地方農政局長に報告するものとする。 

３ 事業実施主体は、第８の１により作成したリカレント教育の実施計画に基づき、リ

カレント教育を開始した年度から５年間、取得施設等で実施したリカレント教育の各

年度の実施状況について、別紙様式第２号によりリカレント教育実施年度の翌年度の

６月末までに事業実施主体の主たる事務所の所在地又は主たる事業の実施場所の都道

府県の知事に報告するものとする。

４ 都道府県知事は、３により報告のあったリカレント教育の実施状況について、報告

を受けた年度の８月末までに地方農政局長に報告するものとする。 

５ 地方農政局長は、事業実績の報告後も必要と認めるときには、都道府県知事及び事

業実施主体に対し、随時、報告を求めることができるものとする。 

第 10 事業成果の検証 

１ 事業の成果目標 

事業実施主体は、本事業の成果目標として、取得施設等で行うリカレント教育受

講者数及び就農率に関する目標を設定するものとする。 

２ 事業効果の検証 

事業実施主体は、設定した成果目標の達成状況について、リカレント教育を開始

した年度から５年間、教育受講者へのアンケート調査、就農状況の調査等を通じて、

事業効果の検証を行い、成果目標の達成状況が低いなど事業効果の発現が十分でない

と認められる場合には、教育方法の見直しなど必要な改善策を講じるものとする。 

第 11 事業実施状況の報告に基づく指導等 

１ 都道府県知事は、事業実施主体が事業実施計画において設定した成果目標の達成状

況が低調な場合又は整備した施設等の利用状況が低調（年間の施設利用率 70%未満及

び年間の施設利用者に占める農業教育研修を目的とする利用者の割合が 50%未満）な

場合には、事業実施主体に対し、適切な指導を行うとともに、その結果を地方農政局

長に報告するものとする。 

２ 地方農政局長は、必要に応じて、都道府県知事に対し、報告のあった事項について

助言又は指導を行うものとする。 

３ このほか、地方農政局長は、必要に応じて、都道府県知事及び事業実施主体に対

し、本事業で整備した施設等の利用状況、当該施設等で実施しているリカレント教育

の状況等について報告を求めることができるものとする。 



第 12 その他 

本事業により、地方公共団体が公共施設を整備する場合は、「民間資金等の活用によ

る公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11 年法律第 117 号。以下「ＰＦＩ

法」という。）の活用に努めるものとする。 



 

（別表） 

助成対象経費（整備事業） 

研修教育施設等の整備費 

補助対象経費 補助対象施設等の区分 

リカレント教育の実

施に必要となる研修教

育施設等の整備費 

リカレント教育を実施するために直接必要な施設等で、

次に掲げるものとする。 

ア 研修教育棟、宿泊施設等施設又は設備

講義等を実施するために必要な施設等で次に掲げる

もの 

研修教室、研修宿泊施設、情報・処理等研修施設等 

イ 技術・資格等習得研修施設又は設備

就農に必要な生産技術、農業機械等の操作・資格取

得等の実践研修に必要な施設等で次に掲げるもの 

 現地実習教室、農産関連施設、園芸関連施設、畜産

関連施設、農産加工関連施設、農産物流通・品質評価

関連施設、農業機械操作講習施設又は生産実習ほ場整

備 

ウ 調査研究・実験用施設又は設備

リカレント教育を実施するために必要となる調査研

究、実験等に必要な施設等 



別紙 

研修教育施設整備事業の予算配分方針について 

要綱別記４の研修教育施設整備事業の配分方針については、以下のとおりとする。 

第１ 事業要望額の上限及び下限 

１事業実施主体当たりの国費要望額の上限は２億円とし、下限は１千万円とする。 

第２ 事業の予算配分方針 

整備事業の予算配分に当たっては以下に定めるとおりとする。 

１ 申請のあった事業実施計画の要望額の合計が予算額の範囲内である場合は、事業

実施計画の審査の上、補助対象経費と認められる取組について予算を配分する。 

２ 申請のあった事業実施計画の要望額の合計が予算額を超過する場合は、以下のポ

イントにより点数付けを行い、ポイントの高い事業実施計画の順に予算を配分す

る。

優先採択事項の内容 該当する場合 

１ 

都道府県知事が認める地域の中核的な農業経営者育成教育

機関が実施するリカレント教育に必要な施設整備計画であ

るもの 

２ポイント 

２ 

リカレント教育の実施機関、地域の就農支援関係団体等が

連携して、教育受講者の定着までを一貫してサポートする

体制を整備することが確実に見込まれるもの 

２ポイント 

３ 

就職氷河期世代等の社会人向けの就農支援研修を行うもの

で地方公共団体、公共職業安定所等との連携が確実に見込

まれるもの 

１ポイント 

４ 
就職氷河期世代等の社会人向けの就農支援研修の年間の受

講予定者数が一定数以上であるもの 

30 人以上：１ポイント

60 人以上：２ポイント 

５  

上記の４に該当し、リカレント教育受講者の就農率の目標

が９割以上のもの 
１ポイント 

３ ポイント付け等により配分対象とした各事業実施計画の要望額の合計額が予算額

を超過する場合には全体的な調整を行う。 


